
━令和３年人事院勧告の概要━ 

 人事院は、令和３年８月 10 日、国家公務員の給与について、国会と内閣に勧告した。その主な項目は、

別紙のとおりとなっている。 

 今後、当該勧告の内容を踏まえて、各団体と協議を行っていく。 

＝人事院勧告制度とは＝ 

 人事院勧告制度は、国家公務員の地位の特殊性及び職務の公共性に鑑み、憲法で保障された労働基

本権が制約されていることの代償措置として、社会一般の情勢に適応した適正な処遇を確保しようと

するものである。人事院は職員の利益保護を基本的役割としていることから、人事院勧告を通じて職

員の適正な給与その他の勤務条件を確保することは、職員の努力や実績に報いるとともに、人材確保

にも資するものであり、組織活力の向上、労使関係の安定等を通じて、行政の効率的、安定的な運営

に寄与するものとなっている。今後、国においては、この勧告内容を踏まえ、国家公務員の給与改定

等についての判断がなされることとなる。 

 また、都道府県や政令指定都市など人事委員会を持つ地方公共団体では、それぞれの人事委員会が

職員の給与に関する調査研究を実施し、人事院勧告に相当する給与報告・勧告を当該地方公共団体に

対して行うが、本市のように人事委員会を持たない地方公共団体の多くでは、人事院勧告に基づく国

家公務員の改定に準じることで、民間を始め他の地方公共団体との均衡を図っており、人事院勧告は

職員の給与改定等を実施する基準として重要な役割を果たしている。 
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＜諸資料＞ 

Ⅰ 官民給与の較差 

民間給与 

① 

公務員給与 

② 

官民給与の較差 

①－② 

407,134円 407,153円 
△19円 

（△0.00％） 

Ⅱ 民間における特別給（一時金）の支給状況 

 区分 
事務・技術等従業員 

項目  

平均所定内給与月額 
下半期（Ａ１）

上半期（Ａ２）

398,936円

401,295円

特別給の支給額 
下半期（Ｂ１） 

上半期（Ｂ２） 

849,509円

880,342円

特別給の支給割合 
下半期（Ｂ１/Ａ１） 

上半期（Ｂ２/Ａ２） 

2.13月分

2.19月分

年間平均 4.32月分 

※ 下半期とは令和２年８月から令和３年１月まで、上半期とは令和３年２月から令和３年７月までの期間 

※ 年間の平均は、特別給の支給割合を国家公務員の人員構成に合わせて求めたもの 

※ 国家公務員の現行の年間支給月数は、平均で4.45月分 

Ⅲ 民間における給与改定の状況                          （単位：％） 

 ベースアップ 

実施 

ベースアップ 

中止 
ベースダウン 

ベースアップ 

の慣行なし 

係 員 23.5 13.6 0.6 62.3 

課長級 19.2 12.4 0.6 67.8 

Ⅳ 民間における定期昇給の実施状況                        （単位：％） 

項目

役職

定期昇給 

制度あり 

定期昇給 

制度なし 
定期昇給実施 定期昇給 

中止  増額 減額 変化なし 

係員 85.2 82.1 22.5 8.4 51.3 3.0 14.8 

課長級 76.6 73.6 18.8 7.4 47.5 3.0 23.4 

人事院勧告に係る詳細は人事院のホームページ http://www.jinji.go.jp/ 参照 
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